
国有農地等管理処分事業事務取扱費交付金交付要綱 

             

                         平成２６年４月１日 

                    最終改正 令和３年４月１３日 

 

（趣旨） 

第１条 知事は、農地法（昭和２７年法律第２２９号）及び農地法施行法（昭

和２７年法律第２３０号）並びに国有農地等の売払いに関する特別措置法（昭

和４６年法律第５０号）及び国有農地等の売払いに関する特別措置法施行令

（昭和４６年政令第１５７号）の実施等に要する経費に対し、この要綱によ

り予算の範囲内において市町村に交付金を交付する。 

 

（補助金の対象経費） 

第２条 前条に規定する経費は、次に掲げるものとする。 

 １ 農地法及び農地法施行法の規定による土地、立木、工作物及び権利等の

売渡しの対価その他国に対する支払金の徴収に関する事務の取扱いに要す

る経費 

 ２ 農地法及び農地法施行法並びに国有農地等の売払いに関する特別措置法

及び国有農地等の売払いに関する特別措置法施行令の規定による国有農地

等の管理及び処分に関する事務の取扱いに要する経費 

 

（申請の手続等） 

第３条 市町村は、交付金の交付を申請しようとするときは、前条各号に掲げ

る経費ごとに別記様式第１号の交付申請書を作成し、前条第１号に掲げる経

費にあっては別記様式第３号の書面を、同条第２号に掲げる経費にあっては 

別記様式第４号の書面を添えて、知事に提出しなければならない。 

 

第４条 知事は、前条の規定により書類の提出があった場合には、これを審査 

し、適当と認めたときは、交付金の交付の決定の通知をするものとする。 

 

（精算報告） 

第５条 交付金の交付を受けた市町村は、当該交付金を受けた年度の３月３１



日までに別記様式第２号の精算報告書を作成し、第２条第１号に掲げる経費

にあっては別記様式第３号の書面を、同条第２号に掲げる経費にあっては別

記様式第４号の書面を添えて、知事に提出しなければならない。 

 

（その他） 

第６条 前各条に定めるものの外、交付金の交付に関し必要な事項は、別に定 

めるところによる。 

 

第７条 知事は、交付金の交付を受けた市町村が次の各号のいずれかに該当す

ると認めたときは、交付金の全部又は一部の返還を命ずることがある。 

 １ この要綱により提出した書類に虚偽の記載事項があったとき。 

 ２ 精算額が交付額に比較し減少したとき。 

 ３ その他この要綱に違反したとき。 

 

附 則 

 １ この要綱は、令和３年度の交付金から適用する。 

 ２ 令和２年度までに実施した事業については、従前の例により取り扱うも 

  のとする。 



別記様式第１号（第３条関係） 

 

 令和 年度国有農地等管理処分事業事務取扱費交付金 

（対価等徴収関係、国有農地等管理処分関係）交付申請書 

 

 

                        文  書  番  号 

                        年   月   日             

 

（あて先） 

      埼玉県知事           

 

 

市町村長   氏   名      

 

 

 令和 年度において国有農地等管理処分事業を実施したいので、国有農地等

管理処分事業事務取扱費交付金交付要綱第３条の規定により金     円の

交付を申請します。 

 

 

 

 （注） 添付書類は、次のとおりとする。 

    １ 対価等徴収関係については、別記様式第３号 

    ２ 国有農地等管理処分関係については、別記様式第４号 



別記様式第２号（第５条関係） 

 令和 年度国有農地等管理処分事業事務取扱費交付金 

（対価等徴収関係、国有農地等管理処分関係）精算報告書 

 

 

                        文  書  番  号 

                        年   月   日             

 

（あて先） 

      埼玉県知事           

 

 

市町村長   氏   名      

 

 

 令和 年  月  日付け  第    号に基づき国有農地等管理処分事

業を実施したので、国有農地等管理処分事業事務取扱費交付金交付要綱第５条

の規定により報告します。 

 

 

 

 （注） 添付書類は、次のとおりとする。 

    １ 対価等徴収関係については、別記様式第３号 

    ２ 国有農地等管理処分関係については、別記様式第４号 



別記様式第３号（第３条、第５条関係） 

 

対価等徴収関係事務の事業計画（又は事業実績） 

 

 １ 事業の目的 

 

 

 

 ２ 事業の内容 

区  分
 

 

収入見込歳入額 

（収入済歳入額） 

納入告知見込件数 

（告知済件数） 

備  考
 

 

  
  既 墾 地 等 収 入 

                円 

 

                     件 

 

 

 

  未 墾 地 等 収 入    

  採草放牧地等収入             

      計    

農 

地 

貸 

付 

収 

入 

既 墾 地 等 収 入         
 

 

 

 

 

 

未 墾 地 等 収 入         
 

 

 

 

 

 

計  

 

 

 

 

 

 

雑 

収 

入 

 

延  滞  金  収  入            

督促手数料収入            

土地交換差金収入            

雑           入            

      計    

    

    合  計    



 ３ 収支予算（又は収支精算） 

 

          収入の部 

区  分
 

 

本年度予算額 

（又は本年度精算額） 

前年度予算額 

（又は本年度予算額） 

比  較 

増  △減 

摘要
 

 

 対価等徴収事務 
 取 扱 交 付 金        

                 円

  

              円 

 

            円 

 

 

 

 市町村負担額            

       計     

 

 

           支出の部 

区  分
 

 

本年度予算額 

（又は本年度精算額） 

前年度予算額 

（又は本年度予算額） 

比  較 

増  △減 

摘要
 

 

 対価等徴収事務 
 取 扱 費        

                円  

 

              円 

 

             円 

 

 

 

旅   費          

消 耗 品 費          

通信運搬費     

何   々          

計     

                                 

                                 
 

 



別記様式第４号（第３条、第５条関係）                  

 

     国有農地等管理処分関係事務の事業計画（又は事業実績） 

                     

 １ 事業の目的       

                     

                     

 ２ 事業の内容       

  (1) 管理処分関係 

   ア 管理処分数量 

区  分
 

 

管  理 処  分 摘 要
 

 筆数 面積 貸付件数 件数 面積 金額 

 

 土 

    

 地 

  

 既 墾 地      

     筆 

 

         ㎡ 

 

      件 

 

     件 

 

      ㎡ 

 

      円 

 

 

 

 未 墾 地             

 採草放牧地        

計        

 

   イ 柵設置等 

区  分 件  数 数  量 費  用 

柵 設 置 

表示板設置 

雑草等処理 

件  

件  

件  

ｍ  

－ 

㎡  

円  

円  

円  

 

 

 



  (2) 土地等調査確定関係 

区  分 筆 等 数 摘  要 

 境  界  確  定       

 測      量       

 旧所有者調査 

筆  

筆  

件  

 

 

 

 

 ３ 収支予算（又は収支精算） 

    収入の部 

区  分
 

 

本年度予算額 

（又は本年度精算額） 

前年度予算額 

（又は本年度予算額） 

比   較 摘 要
 

 増 減 

国有農地等管理処

分事業事務取扱費

交付金 

円  
 

円  
 

円 

 

円 

 

 

 

市 町 村 負 担 額         
     

計      

      支出の部 

区  分
 

 

本年度予算額 

（又は本年度精算額） 

前年度予算額 

（又は本年度予算額） 

比   較 摘 要
 

 増 減 

国有農地等管理処

分事業事務取扱費

交付金 

円  
 

円  
 

円 

 

円 

 

 

 

旅   費           

消 耗 品 費           

通信運搬費      

印刷製本費      

何 々           

計      

 


